
（証券コード9790）
平成26年６月５日

株 主 各 位
福 井 市 高 木 中 央 １ 丁 目 2 5 0 1 番 地

代表取締役社長 蕗 野  勝

第35回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申しあげます。

　さて、当社第35回定時株主総会を下記により開催いたしますので、

ご出席くださいますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成26年６月19日（木曜日）

の営業時間終了の時（午後６時）までに到着するようご返送くださいますようお

願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成26年６月20日（金曜日）午前11時
２．場 所 福井市高木中央１丁目2501番地

福井コンピュータホールディングス株式会社
本社３階　会議室
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第35期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）事

業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び
監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第35期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）計
算書類の内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役７名選任の件

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。
なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が

生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　
http://www.fukuicompu.co.jp/）に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで)

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府による経済政策や金融緩和

政策等を背景に、円安・株高が進行し、企業収益や個人消費が持ち直し、

景気は穏やかに回復しつつあります。

建設業界におきましても、民間建設投資は、消費増税前の駆け込みや東

日本大震災の被災地における産業再生のための需要などから、緩やかな回

復傾向で推移しております。

このような状況の中で当社グループは、顧客のサポートサービスの強化

を目的に福井コンピュータスマート株式会社を７月に設立し、保守商品の

販売に注力いたしました。また、WindowsXPのサポート終了に伴うＣＡＤソ

フトウェアのシステムアップと顧客の業務量拡大に伴う追加購入を勧める

など既存顧客向けの営業を強化してまいりました。

当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）における当連結

会計年度の業績につきましては、売上高8,768百万円（前年同期比15.8％

増）、営業利益2,020百万円（前年同期比61.5％増）、経常利益2,064百万

円（前年同期比60.4％増）、当期純利益1,275百万円（前年同期比59.7％

増）となりました。
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セグメント別の業績は次のとおりであります。

〔建築ＣＡＤ事業〕

当連結会計年度は、住宅業界全体が消費増税前の駆け込み需要の追い風

を受け、上期は経過措置までの受注獲得に、下期は建て急ぎによる職人・

材料確保にと、年間を通じて目まぐるしい動きがありました。このような

業界全体の業務量増加に伴い、新規導入・追加・増設で例年以上の伸長が

見られました。また、秋に投入した主力商品「ARCHITREND Z Ver.9」にお

いては、省エネ基準義務化を見据えたパッシブデザイン機能の評価と、

WindowsXPサポート終了に伴うシステムの入れ替えで、多くのユーザーが最

新バージョンに移行することとなりました。このような点から、新規・既

存販売とも年間を通して好調に推移し、売上高は4,521百万円（前年同期比

8.6％増）、営業利益は869百万円（前年同期比24.7％増）となりました。

〔測量土木ＣＡＤ事業〕

測量ＣＡＤソフトウェアについては、WindowsXPサポート終了に伴うシ

ステムのバージョンアップ需要と増加した業務量に対応するための増設・

追加需要に加え、消費増税前には新規導入の需要も大きく伸びました。こ

の結果、主力商品「BLUETREND XA 2014」及び「Mercury-Evoluto 2014」の

新規、既存売上は共に伸長しました。また、土木ＣＡＤソフトウェアにつ

いては、国交省が推進するCIM（Construction Information Modeling）及

び情報化施工に対応するための三次元データ活用が加速し始め、土木専用

ＣＡＤのニーズが高まってきていることから、二次元汎用ＣＡＤから土木

専用ＣＡＤへ切り替えるお客様への新規導入が拡大しました。また最新版

へのバージョンアップ需要も増加し、主力商品「EX-TREND武蔵 2014」の新

規、既存売上は共に伸長しました。この結果、測量土木ＣＡＤ事業の売上

高は4,066百万円（前年同期比27.3％増）、営業利益は981百万円（前年同

期比163.4％増）となりました。

〔ＩＴソリューション事業〕

報道機関向け出口調査システム「ワンクリックカウンタ」が、前連結会

計年度は主に衆議院選挙で利用されましたが、当連結会計年度は主に参議

院選挙での利用となったため、売上高は180百万円（前年同期比14.8％減）、

営業利益は30百万円（前年同期比61.6％減）となりました。
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②　設備投資の状況

特記事項はありません。

③　資金調達の状況

特記事項はありません。

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区　　　分
第32期

自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日

第33期
自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日

第34期
自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日

第35期
(当連結会計年度)
自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日

売 上 高(百万円) 6,599 7,236 7,570 8,768

当 期 純 利 益(百万円) 288 543 798 1,275

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

(円) 25.10 47.31 69.49 111.01

総 資 産(百万円) 7,929 8,798 10,166 11,727

純 資 産(百万円) 5,720 6,175 6,945 8,242

１ 株 当 た り
純 資 産 額

(円) 495.67 535.93 602.82 717.53

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

名         称 資本金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容 等

福井コンピュータアーキテクト
株式会社

10百万円 100％ 建築ＣＡＤ事業

福井コンピュータ株式会社 10百万円 100％ 測量土木ＣＡＤ事業

福井コンピュータスマート株式
会社

10百万円 100％ サポートサービス事業

株式会社ザ・システム 50百万円 100％ 建築ＣＡＤ事業

（注）1.平成25年７月１日付で福井コンピュータスマート株式会社を設立し、新たに連結子会社

といたしました。

2.平成25年12月30日付で子会社株式会社ザ・システムの株式（発行済株式の20％）を追加

取得し、当社の議決権比率を100％といたしました。
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(4) 対処すべき課題

当社グループが属する建設業界は、少子高齢化、財政の逼迫に伴って中長

期的に市場規模の縮小が見込まれます。このような環境のなか、当社グルー

プは以下の課題に取り組み、経営体質の強化に努めてまいります。

≪シェアの拡大≫

当社グループ最大の強みの一つは、建築・測量ＣＡＤソフトウェアにおい

て、大きなシェアを有していることであります。ユーザーニーズに合致した

ソフトウェアの開発及びサポート体制を充実させることによりユーザーの満

足度向上を図るとともに、新規顧客の獲得に注力し更なる市場シェア拡大を

目指してまいります。

≪中長期的な成長へ向けた新製品・新サービスの創出≫

当社グループでは、現在の主力製品である建築・測量・土木のＣＡＤソフ

トウェア以外の製品・サービスの創出が課題であると考えております。この

課題に対応すべく、建設業界の業務の効率化を支援する新たな製品の開発及

びサービスの提供に取り組んでまいります。

≪人材の育成と獲得≫

中期経営計画における重点施策を迅速かつ確実に遂行するためには、社員

教育が欠かせないと考えております。新製品・新サービスを創出する組織体

制を整備し、事業戦略を担う人材の育成と獲得に取り組んでまいります。
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(5) 主要な事業内容（平成26年３月31日現在）

当社グループは、ＣＡＤソフトウェアの開発及び販売を主たる業務として

おります。

事業セグメント別の事業内容、主要製品は以下のとおりであります。

事業区分 事業内容・主要製品

建 築 Ｃ Ａ Ｄ 事 業

国内の建築設計ＣＡＤ市場№１のシェアを誇る３次元建築設

計システム「ARCHITREND Z」をはじめ、商業・ビル建築向けのＢ

ＩＭ建築設計システム「GLOOBE」など建築設計ソリューションの

開発、販売を行っております。また、顧客管理や、住宅履歴情報

などの長期データ保管サービス「TREND Net」をはじめ、工事管

理システム「ARCHITREND Do!Photo」、ホームページ作成システ

ム「にっこりブログ」などのクラウドサービスを提供しておりま

す。

測 量 土 木 Ｃ Ａ Ｄ 事 業

国内の測量ＣＡＤ市場№１のシェアを誇る「BLUETREND XA」を

はじめ、土地家屋調査士業向けの登記申請関連システムの開発、

販売を行っております。また、建設業界から注目を集めている土

木専用ＣＡＤ「EX-TREND 武蔵」や、これからのＩＴ施工の主流

になりつつある情報化施工用の端末機などの開発、販売の他、全

国の都道府県において№１の導入シェアを誇る「EX-TREND 官公

庁シリーズ」の開発、販売をはじめ、様々なCALS/ECソリューシ

ョンを提供しております。

ＩＴソリューション事業

ＣＡＤ事業以外のシステム開発、ＷＥＢアプリケーション、ホ

スティングサービスなどの各種ソリューションサービスで、新分

野へ挑戦を続けております。携帯電話を使った選挙出口調査シ

ステムでは、全国のメディアにおいて多大な支持を得ておりま

す。
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(6) 主要な事業所及び営業拠点（平成26年３月31日現在）

当 社 本社：福井県福井市

拠点：福井県坂井市

福井コンピュータアーキテクト株式会社 本社：福井県坂井市

拠点：宮城、埼玉、東京、愛知、大阪、広島、福岡 他

福 井 コ ン ピ ュ ー タ 株 式 会 社 本社：福井県坂井市

拠点：宮城、埼玉、東京、愛知、大阪、広島、福岡 他

福井コンピュータスマート株式会社 本社：福井県坂井市

株 式 会 社 ザ ・ シ ス テ ム 本社：長崎県長崎市

(7) 使用人の状況（平成26年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

建築ＣＡＤ事業 212（ 33）名 5名減（  2名増）

測量土木ＣＡＤ事業 163（ 22）名 18名減（  3名増）

ＩＴソリューション事業 6（  4）名 －　（  2名増）

全社（共通） 25（ 15）名 4名増（  2名減）

合　　　　計 406（ 74）名 19名減（  5名増）

 (注) 　使用人数は就業人員であり、臨時雇用者数（準社員、契約社員）は年間の平均人数を

（　）外数で記載しております。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

31（19）名 4（-）名増 42.8歳 15.4年

（注） 　使用人数は就業人員であり、臨時雇用者数（準社員、契約社員）は年間の平均人数を

（　）外数で記載しております。

(8) 主要な借入先の状況（平成26年３月31日現在）

該当事項はありません。

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．会社の概況

(1) 株式の状況（平成26年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 30,000,000株

②　発行済株式の総数 11,500,000株（自己株式12,102株を含む）

③　株主数 2,120名

④　大株主（上位10名）

株   主   名 持  株  数 持 株 比 率

株 式 会 社 ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト 4,873千株 42.4％

株 式 会 社 Ｌ Ｉ Ｘ Ｉ Ｌ 3,193 27.8

福 井 コ ン ピ ュ ー タ 従 業 員 持 株 会 226 2.0

日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ信託銀行株式会社(信託口) 111 1.0

谷 　 隆 盛 96 0.8

日本ﾏｽﾀｰﾄﾗｽﾄ信託銀行株式会社（信託口） 72 0.6

小 林 德 也 71 0.6

和 田 昌 彦 64 0.6

加 藤 清 久 60 0.5

NORTHERN TRUST CO.(AVFC) SUB A/C NON TREATY 57 0.5

（注）1．持株比率は自己株式（12,102株）を控除して計算しております。

　　　2．谷隆盛氏は、平成26年４月14日に逝去され、現在、遺産相続協議中であります。

(2) 新株予約権等の状況

該当事項はありません。
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成26年３月31日現在）

会社における地位 氏　　名 担当及び重要な兼職の状況

取 締 役 会 長 堀 誠 株式会社アセットマネジメント
代表取締役会長
株式会社ダイテックサンズ
代表取締役社長

代表取締役社長 蕗 野 　 勝 福井コンピュータアーキテクト株式会社
取締役
福井コンピュータ株式会社
取締役
福井コンピュータスマート株式会社
取締役

取 締 役 林 　 治 克 福井コンピュータアーキテクト株式会社
代表取締役社長
福井コンピュータスマート株式会社
取締役

取 締 役 宮 越 進 一 福井コンピュータアーキテクト株式会社
執行役員

取 締 役 杉　田　　　直 福井コンピュータ株式会社
代表取締役社長
福井コンピュータスマート株式会社
取締役

取 締 役 堀　　　誠一郎 株式会社アセットマネジメント
代表取締役社長
株式会社ビジネスワークス
代表取締役社長

取 締 役 後 藤 美 樹 株式会社アセットマネジメント　取締役

常 勤 監 査 役 小 林 家 次

監 査 役 西 川 　 承 西川公認会計士事務所　所長　　　　
株式会社ＰＬＡＮＴ　社外監査役

監 査 役 伊 賀 　 弘 福井スカイ法律事務所　所長

（注）1．取締役林治克、杉田直の両氏は平成26年６月２日付で、福井コンピュータスマート株式

会社の取締役を退任しております。

 2．取締役会長堀誠、取締役堀誠一郎及び後藤美樹の３氏は、社外取締役であります。

 3．監査役西川承及び伊賀弘の両氏は、社外監査役であります。

 4．監査役西川承氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の

知見を有しております。

 5．当社は監査役西川承氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引

所に届け出ております。

②　事業年度中に辞任した取締役及び監査役又は解任された取締役及び監査
役

　　該当事項はありません。
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③　取締役及び監査役に支払った報酬等の総額

区　　　　　分 基 本 報 酬 賞 与 報酬等の総額 支 給 人 員

取 締 役 67百万円 15百万円 82百万円 7名
（うち社外取締役） （ 4） （－） （ 4） （ 3）

監 査 役 9 2 11 3
（うち社外監査役） （ 2） （－） （ 2） （ 2）

合 計 77 17 94 10

（注）１．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．取締役の報酬限度額は、平成18年6月24日開催の第27回定時株主総会において年額500

百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。
３．監査役の報酬限度額は、平成４年６月26日開催の第13回定時株主総会において年額30

百万円以内と決議いただいております。

④　社外役員に関する事項
ａ．他の法人等の業務執行者、社外役員等としての重要な兼職の状況及び

当社と当該他の法人等との関係

地　位 氏　名 兼職する法人等 兼職の内容

取締役会長 堀 誠 株式会社アセットマネジメント
株式会社ダイテックサンズ

代表取締役会長
代表取締役社長

取締役 堀　　　誠一郎 株式会社アセットマネジメント
株式会社ビジネスワークス

代表取締役社長
代表取締役社長

取締役 後　藤　美　樹 株式会社アセットマネジメント 取締役

監査役 西 川 　 承 西川公認会計士事務所
株式会社ＰＬＡＮＴ

所長
社外監査役

監査役 伊 賀 　 弘 福井スカイ法律事務所 所長

（注）１．株式会社アセットマネジメントは、当社の主要株主であります。
２．当社と株式会社ダイテックサンズ、株式会社ビジネスワークス、西川公認会計士事務

所、株式会社ＰＬＡＮＴ及び福井スカイ法律事務所との間には特別な関係はありませ
ん。

ｂ．当事業年度における主な活動状況
イ．取締役会及び監査役会への出席状況

取締役会（12回開催） 監査役会（12回開催）

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

取 締 役 堀 誠 12回 100％

取 締 役 堀　　　誠一郎 12回 100％

取 締 役 後 藤 美 樹 12回 100％

監 査 役 西 川 　 承 11回 92％ 11回 92％

監 査 役 伊 賀 　 弘 10回 83％ 10回 83％

ロ．取締役会及び監査役会における発言状況
　取締役堀誠氏、堀誠一郎氏及び後藤美樹氏は、出席した取締役会の
審議に関して、西川承氏及び伊賀弘氏の両監査役は、出席した取締役
会及び監査役会の審議に関して必要な発言を適宜行っており、当社の
実効性の高いコーポーレートガバナンス体制の構築に寄与しておりま
す。
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(4) 会計監査人の状況

①　名称　　　　　　　　　　有限責任監査法人トーマツ

②　報酬等の額

支 払 額

１．当事業年度に係る報酬等の額 25百万円

２．当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その
他の財産上の利益の合計額

25

（注）　当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に

基づく監査の監査報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記１．

の金額にはこれらの合計額を記載しております。

③　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

当社監査役会が、会社法第340条に定める解任事由に該当すると判断した

場合としております。
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(5) 業務の適正を確保するための体制

①　職務執行の基本方針

当社グループ（以下、「会社」または「当社」という）では、経営理念

がすべての役員（取締役、監査役またはこれらに準ずるものを言います）

及び使用人（社員、契約社員、派遣社員等またはこれらに準ずるものを言

います）の職務執行にあたっての基本方針となっております。

この経営理念は、「全員経営についての考え方」、「商品を開発するた

めの考え方」、「商品を販売するための考え方」の３項から成っており、

社員の立場、顧客の立場、販売店の立場と常に「相手の立場に立つ」とい

う考え方に基づいております。中でも、以下の全員経営についての考え方

では、より具体的に行動の指針を示しております。

【経営理念】　■全員経営についての考え方

会社は全社員によって経営されるという考え方である。

全社員が、自分達が会社の経営に深く関与しているという自覚を持ち、積

極的に会社全体の方針を理解し、それぞれの立場に立ち、与えられた任務を

全うしなければならない。そのためには、

(1) 全社員は

①　自覚的モラルを身につける

②　常に見識を広め、自己研鑽を行う

③　仕事を効果的に行うための知識を修得し、技能を身につける

④　自分の部署だけではなく、会社全体の立場に立って、ものを考える考

え方を身につける

(2) 幹部は

①　職務上、指導的な立場であることは勿論、人間的にも指導的な立場に

立てるよう努力すること

（人間的に指導的な立場とは、役職によるのではなく、人間的な魅力に

よって人を引きつけ導いていくことである）

②　部下の失敗を責めるのではなく、一緒にその原因について考え、部下

の失敗は自分の責任であるという厳しさを持つこと

③　部下の悩みや苦しみを理解することができる優しさを持つこと

(3) 会社は以下のことを保証する

①　全社員のプライドと人格

②　会社の全てを知り、自由にものが言えること

③　自己の能力を生かした仕事ができ、責任が与えられること

④　生活に必要な賃金

⑤　努力が認められ、報いられること

⑥　会社の発展が自分達の利益に確実に結びついていることを身をもって

知ることができること
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②　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

当社は、法律を遵守する公正で誠実な経営を実践することを目的とし、

リスクコンプラ委員会を設置する。委員会では、「コンプライアンス規程」

に基づき、社員に対する法律遵守意識、倫理意識の普及、啓発を推進する。

取締役会は、法令遵守のための体制を含む内部統制システム構築に関す

る基本方針について決定するとともに、定期的に見直しを行い、課題の改

善に努める。

監査役会は、監査室及び会計監査人と連携を図りながら、内部統制シス

テムの運用において、特に法令及び定款上問題がないかを監査する。

また、当社は、通報制度を設け、取締役及び使用人が法律違反行為を発

見した場合は、速やかに総務部、監査室等に通報することを定める。会社

は、匿名の通報も受け付けるものとし、通報者のプライバシーに十分配慮

する。

③　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社は、取締役会等の重要な会議の意思決定に関する情報、取締役決裁

その他重要な決裁に関する情報を記録、保存、管理し、必要に応じて関係

者が閲覧できる体制をとる。

また、当社の情報資産を、故意、偶然の区別なく、改ざん、破壊、漏洩

から保護すべく、その管理策をまとめた「情報セキュリティーポリシー」

を策定し、情報セキュリティーの維持に努める。

④　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、企業経営に重大な影響を及ぼす事象を認識し、未然に防止する

策を講じるとともに、万一重大事象が発生した場合に会社が被る損失また

は不利益を最小化する体制の構築を目的に「リスク管理規程」を作成する。

また、「リスク管理規程」に基づき、リスクの洗出し、評価、予防策の検

討等を行うことを目的にリスクコンプラ委員会を設置する。

取締役及び使用人は、リスクの発生及び予測されるリスクに変化があっ

た場合、リスクコンプラ委員会に通知することを定める。

⑤　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は、取締役の業務執行状況の監督及び確認について、毎月１回開催

される定例の取締役会において、重要事項の審議及び決定等と合わせて行

う。

なお、当社は執行役員制度を導入しており、業務執行に関する基本的事

項及び重要事項の意思決定を迅速に行い、効率化を図っております。
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⑥　会社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた

めの体制

当社は、「関係会社管理規程」に基づき、子会社の経営に対して適切な

管理を行う。

子会社に対しては、監査室が必要の都度会計及び業務に関して監査を実

施するとともに、監査役も必要に応じて監査を行うこととする。

⑦　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項

当社は、監査役よりその職務を補助すべき使用人を置くことを求められ

た場合に、必要に応じて同使用人を置くものとする。

⑧　前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役より監査業務を求められた使用人は、求められた業務について、

取締役の管轄外とし、指揮命令を受けないこととする。

⑨　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報

告に関する体制

取締役及び使用人は、会社の目的の範囲外となる行為、その他法令また

は定款に違反する行為により、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実

を発見したときは、法令及び「監査役会規程」ならびに「監査役監査規程」

に基づき、直ちに監査役に報告する。

監査役は、重要な意思決定の過程や業務の執行状況を把握するため、取

締役会等重要な会議に出席するとともに、稟議書他業務執行に関わる重要

な文書を閲覧し、必要がある場合は取締役及び使用人に説明を求めること

とする。

⑩　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役会は、各業務担当取締役及び各業務における重要な使用人と個別

ヒアリングの機会を設ける。また、代表取締役社長、会計監査人とそれぞ

れ定期的に意見交換会を開催する。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成26年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

7,020

4,452

2,058

30

3

13

353

113

△4

4,707

2,794

1,611

1,096

86

73

1,838

1,368

54

424

△8

流 動 負 債 3,264

支払手形及び買掛金 51

未 払 費 用 623

未 払 法 人 税 等 463

前 受 金 1,399

賞 与 引 当 金 293

役 員 賞 与 引 当 金 60

そ の 他 372

固 定 負 債 220

繰 延 税 金 負 債 216

未払役員退職慰労金 3

負 債 合 計 3,484

純 資 産 の 部

株 主 資 本 7,785

資 本 金 1,631

資 本 剰 余 金 2,095

利 益 剰 余 金 4,062

自 己 株 式 △5

その他の包括利益累計額 457

その他有価証券評価差額金 457

純 資 産 合 計 8,242

資 産 合 計 11,727 負 債 ・ 純 資 産 合 計 11,727
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連 結 損 益 計 算 書

(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 8,768

売 上 原 価 1,993

売 上 総 利 益 6,774

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,753

営 業 利 益 2,020

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1

そ の 他 42 43

経 常 利 益 2,064

特 別 利 益

負 の の れ ん 発 生 益 13 13

特 別 損 失

減 損 損 失 25 25

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,051

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 855

法 人 税 等 調 整 額 △82 773

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 1,278

少 数 株 主 利 益 2

当 期 純 利 益 1,275
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連結株主資本等変動計算書

(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成25年４月１日　残高 1,631 2,095 3,017 △5 6,739

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当     △229     △229

当 期 純 利 益 1,275 1,275

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 1,045 △0 1,045

平成26年３月31日　残高 1,631 2,095 4,062 △5 7,785

その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計その他有価証
券評価差額金

その他の包括
利益累計額合計

平成25年４月１日　残高 185 185 20 6,945

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △229

当 期 純 利 益 1,275

自 己 株 式 の 取 得 △0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

272 272 △20 251

連結会計年度中の変動額合計 272 272 △20 1,297

平成26年３月31日　残高 457 457 － 8,242
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１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の数　　　　　　　　４社

②　連結子会社の名称　　　　　　　福井コンピュータアーキテクト株式会社

福井コンピュータ株式会社

福井コンピュータスマート株式会社

株式会社ザ・システム

  なお、当連結会計年度において、福井コンピュータスマート株式会社を新たに設立したた

め、連結の範囲に含めております。

(2) 持分法の適用に関する事項

　①　持分法を適用した関連会社の数　　１社

　②　持分法を適用した関連会社の名称　株式会社FALCON

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち株式会社ザ・システムの決算日は、12月31日であります。

連結計算書類の作成に当たっては、同社の決算日現在の計算書類を使用しております。た

だし、連結決算日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行って

おります。

(4) 会計処理基準に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

ａ．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

イ．時価のあるもの　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

ロ．時価のないもの　　　　移動平均法による原価法

ｂ．たな卸資産の評価基準及び評価方法

イ．商品及び製品　　　　　総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）

ロ．仕掛品　　　　　　　　個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）

ハ．貯蔵品　　　　　　　　総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

ａ．有形固定資産　　　　　　　　定率法

（リース資産を除く）　　　　　　　なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物及び構築物　８年～50年

ｂ．無形固定資産　　　　　　　　市場販売目的のソフトウェア

（リース資産を除く）　　　　　　　販売見込み本数に基づく減価償却（見込有効年数最

長３年）

自社利用のソフトウェア

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

その他の無形固定資産

定額法（主な耐用年数８年）

③　重要な引当金の計上基準

ａ．貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

ｂ．賞与引当金　　　　　　　　　　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計

上しております。

ｃ．役員賞与引当金　　　　　　　　役員賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上し

ております。

④　その他連結計算書類作成のための重要な事項

ａ．消費税等の会計処理　　　　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

(5) のれんの償却に関する事項

 のれんは５年間で均等償却しております。

２．表示方法の変更に関する注記

(連結貸借対照表）

　前連結会計年度まで流動負債の「その他」に含めて表示しておりました「未払費用」は、

金額的重要性が増したため、当連結会計年度より、区分掲記しました。

　なお、前連結会計年度の「未払費用」は443百万円であります。

　前連結会計年度まで固定負債の「その他」に含めて表示しておりました「繰延税金負債」

は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より、区分掲記しました。

　なお、前連結会計年度の「繰延税金負債」は65百万円であります。
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３．連結貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 3,055百万円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 11,500千株

(2) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

配当金の総額 229百万円

１株当たり配当額 20円

基準日 平成25年３月31日

効力発生日 平成25年６月24日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの

平成26年6月20日開催の定時株主総会において次のとおり付議いたします。

配当金の総額 287百万円

１株当たり配当額 25円

基準日 平成26年３月31日

効力発生日 平成26年６月23日

５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等又は投資利回りを勘案した投資

信託等で行い、また、資金調達については当面の間必要ありませんが、大幅な資金用途

が発生した場合には銀行借入による方針です。なお、デリバティブ取引は、行わない方

針です。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リ

スクに関しては、当社グループの売掛金管理マニュアル等に従い、取引先ごとの期日管

理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を必要に応じて把握する体制と

しています。

　投資有価証券である株式及び投資信託は、市場価格の変動リスクや実質価額の下落に

よる減損リスクに晒されていますが、主に業務上の関係を有する企業の株式や安定的な

資金運用の目的で所有する投資信託であり、毎月把握された時価が、資金管理担当取締

役に報告されております。また、四半期ごとに把握された時価が取締役会に報告されて

おります。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、1年以内の支払期日であり、当社グループで

は、各社が月次で資金繰計画を作成するなどの方法により流動性リスクを管理していま

す。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的

に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込ん
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でいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあり

ます。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

平成26年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含ま

れておりません（（注）２.参照）。

連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

（1）現金及び預金 4,452 4,452 －

（2）受取手形及び売掛金 2,054 2,054 －

（3）投資有価証券 1,196 1,196 －

資産計 7,703 7,703 －

（1）支払手形及び買掛金 51 51 －

（2）未払費用 623 623 －

（3）未払法人税等 463 463 －

負債計 1,138 1,138 －

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似して

いることから、当該帳簿価額によっております。

なお、受取手形及び売掛金の帳簿価額は、貸倒引当金を控除しております。

(3)投資有価証券

これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引

金融機関等から提示された価格によっております。なお、有価証券はその他

有価証券として保有しております。

負　債

(1)支払手形及び買掛金、(2)未払費用、(3)未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似して

いることから、当該帳簿価額によっております。

２.時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

　非上場株式 161

　関連会社株式 9

　その他 1

合計 171

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら

れることから、「(3)投資有価証券」には含めておりません。

６．１株当たり情報に関する注記

① １株当たり純資産額 717円53銭

② １株当たり当期純利益 111円01銭
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貸　借　対　照　表

（平成26年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

工 具 器 具 及 び 備 品

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

特 許 権

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関係会社長期貸付金

破 産 更 生 債 権 等

長 期 前 払 費 用

差 入 保 証 金

保 険 積 立 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

2,978

2,261

7

2

0

4

42

656

3

△0

4,674

2,658

1,536

34

68

1,003

16

16

1

11

2

1,999

1,357

147

78

0

8

254

151

0

△0

流 動 負 債 325

未 払 金 124

未 払 費 用 70

未 払 法 人 税 等 32

預 り 金 51

賞 与 引 当 金 29

役 員 賞 与 引 当 金 17

そ の 他 0

固 定 負 債 489

繰 延 税 金 負 債 136

未払役員退職慰労金 3

組織再編により生じた
株 式 の 特 別 勘 定

349

負 債 合 計 815

純 資 産 の 部

株 主 資 本 6,379

資 本 金 1,631

資 本 剰 余 金 2,095

資 本 準 備 金 1,500

そ の 他 資 本 剰 余 金 595

利 益 剰 余 金 2,657

そ の 他 利 益 剰 余 金 2,657

繰 越 利 益 剰 余 金 2,657

自 己 株 式 △5

評価・換算差額等 457

その他有価証券評価差額金 457

純 資 産 合 計 6,836

資 産 合 計 7,652 負 債 ・ 純 資 産 合 計 7,652
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損　益　計　算　書

(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

（単位：百万円）

科 目 金 額

営 業 収 益

売 上 高 180

経 営 管 理 料 899

関 係 会 社 受 取 配 当 金 250 1,330

営 業 費 用

売 上 原 価 110

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 801 911

営 業 利 益 418

営 業 外 収 益

受 取 利 息 2

そ の 他 38 41

経 常 利 益 459

税 引 前 当 期 純 利 益 459

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 89

法 人 税 等 調 整 額 △7 82

当 期 純 利 益 377
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株主資本等変動計算書

(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他資
本剰余金

資本剰余金合計
その他利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益剰余金

平 成 2 5 年 ４ 月 １ 日 　 残 高 1,631 1,500     595 2,095 2,509 2,509 △5 6,231

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △229 △229 △229

当 期 純 利 益 377 377 377

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 事 業 年 度 中
の 変 動 額 ( 純 額 )

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － -    － - 147 147 △0 147

平 成 2 6 年 ３ 月 3 1 日 　 残 高 1,631 1,500     595 2,095 2,657 2,657 △5 6,379

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

評価・換算差額等合計

平 成 2 5 年 ４ 月 １ 日 　 残 高 185 185 6,417

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当     △229

当 期 純 利 益 377

自 己 株 式 の 取 得 △0

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 事 業 年 度 中
の 変 動 額 ( 純 額 )

272 272 272

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 272 272 419

平 成 2 6 年 ３ 月 3 1 日 　 残 高 457 457 6,836
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１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式　　移動平均法による原価法

その他有価証券

ａ．時価のあるもの　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

ｂ．時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

ａ．仕掛品　　　　　　　　　　個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）

ｂ．貯蔵品　　　　　　　　　　総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産　　　　　　　　　定率法

（リース資産を除く）　　　　　　　　なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物　　　　　　　８年～50年

構築物　　　　　　10年～30年

工具器具及び備品　３年～10年

②　無形固定資産　　　　　　　　　自社利用のソフトウェア

（リース資産を除く）　　　　　　　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

その他の無形固定資産

定額法　（主な耐用年数８年）
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(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計

上しております。

③　役員賞与引当金　　　　　　　　　役員賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上し

ております。

(4) その他計算書類作成のための基本となる事項

①　消費税等の会計処理　　　　　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

２．貸借対照表に関する注記

①　有形固定資産の減価償却累計額 2,952百万円

②　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 610百万円

長期金銭債権 78百万円

短期金銭債務 88百万円

③　取締役に対する金銭債務

未払役員退職慰労金 3百万円

３．損益計算書に関する注記

①　関係会社との取引高

営業取引による取引高

経営管理料 899百万円

受取配当金 250百万円

その他 0百万円

営業取引以外の取引による取引高 1百万円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 12千株
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５．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産（流動）

賞与引当金 10百万円

未払賞与 15

未払事業税 8

その他 9

繰延税金資産（流動）小計 43

評価性引当額 △1

繰延税金資産（流動）合計 42

繰延税金資産（固定）

電話加入権評価損 11

減損損失 23

投資有価証券評価損 74

組織再編に伴う関係会社株式 56

その他 12

繰延税金資産（固定）小計 178

評価性引当額 △120

繰延税金資産（固定）合計 57

繰延税金負債（固定）

その他有価証券評価差額金 △194

繰延税金負債（固定）合計 △194

繰延税金負債（固定）の純額 △136

６．リースにより使用する固定資産に関する注記

貸借対照表に計上した固定資産のほか、車両運搬具の一部については、所有権移転外ファ

イナンス・リース契約により使用しております。
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７．関連当事者との取引に関する注記

　　　子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称

議決権等の所

有（被所有）

割合（％）

関連当事者

との関係
取引内容

取引金額

（百万円）
科目

期末残高

（百万円）

子会社
福井コンピュータ

アーキテクト㈱

所有

直接100％

役員の兼任

経営管理業

務の受託

経営管理料の受取

（注）１
434 未収入金 43

経費支払業務の代行

（注）２
3,562 未収入金 204

債権回収業務の代行

（注）３
2,283 未払金 38

子会社 福井コンピュータ㈱
所有

直接100％

役員の兼任

経営管理業

務の受託

経営管理料の受取

（注）１
350 未収入金 33

経費支払業務の代行

（注）２
2,918 未収入金 272

債権回収業務の代行

（注）３
2,954 未払金 47

子会社
福井コンピュータ

スマート㈱

所有

直接100％

役員の兼任

経営管理業

務の受託

経営管理料の受取

（注）１
115 未収入金 15

経費支払業務の代行

（注）２
192 未収入金 41

子会社 ㈱ザ･システム
所有

直接100％

役員の兼任

資金の貸付

資金の貸付

（注）４
－

関係会社

長期貸付金
78

利息の受取

（注）４
1

その他

流動資産
0

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１.経営管理料の金額は、業務内容に基づき交渉の上決定しております。

　　　２.経費支払業務の代行について、金利の受取りは行っておりません。

　　　３.債権回収業務の代行について、金利の支払いは行っておりません。

　　　４.資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

　　　５.取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

８．１株当たり情報に関する注記

①　１株当たり純資産額 595円15銭

②　１株当たり当期純利益 32円83銭
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９．重要な後発事象に関する注記

　子会社への事業の一部譲渡について

　当社は平成26年3月24日開催の取締役会決議に基づき、ＩＴソリューション事業の各事業を以下

の通り平成26年4月1日付で子会社に事業譲渡いたしました。

(1)譲渡する事業の内容：選挙出口調査システム事業

譲渡先企業の名称：福井コンピュータアーキテクト㈱

事業譲渡の理由：当社の純粋持株会社への移行及び各事業の収益力を強化するため

事業譲渡日：平成26年4月1日

譲渡価額：2百万円

(2)譲渡する事業の内容：宿泊予約管理システム事業

譲渡先企業の名称：㈱ザ・システム

事業譲渡の理由：当社の純粋持株会社への移行及び各事業の収益力を強化するため

事業譲渡日：平成26年4月1日

譲渡価額：3百万円
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

 平成２６年５月８日

福井コンピュータホールディングス株式会社

取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 由 水 雅 人 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 中 村 　 剛 

当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、福井コンピュータホールディング
ス株式会社の平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの連結会計年度の連結計算
書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結計算書
類の作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連
結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類
に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な
虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ
き監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実
施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な
虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に
ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況
に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部
統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含
まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、福井コンピュータホールディングス株式会社及び連結子会社からなる企
業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適
正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

 平成２６年５月８日

福井コンピュータホールディングス株式会社

取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 由 水 雅 人 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 中 村 　 剛 

当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、福井コンピュータホールデ
ィングス株式会社の平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの第３５期事業年度
の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及
びその他の注記並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者
が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及び
その附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書
類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るため
に、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手する
ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書
類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監
査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びそ
の附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が
採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体
としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び
損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査役会は、平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第35期事業

年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ

き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から

その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし

た。

各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、

職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通

を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会そ

の他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、

本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に

適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保す

るために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定

める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備さ

れている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からそ

の構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を

求め、意見を表明いたしました。

なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び有限責任監査

法人トーマツから当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求めました。

子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思の疎通及び情報

の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書

について検討いたしました。
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さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し

ているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査

人から、「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会

社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」

（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を

受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記）及び

その附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、

連結株主資本等変動計算書、連結計算書類の作成のための基本となる重要

な事項及びその他の注記）について検討いたしました。

２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況
を正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違
反する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め
ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及
び取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含
め、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

平成26年５月９日

福井コンピュータホールディングス株式会社　監査役会

常勤監査役 小林　家次 

社外監査役 西川　　承 

社外監査役 伊賀　　弘 

以　上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

当社の配当政策は、株主の皆様への利益還元姿勢を重視した配当を実施する

ことを当社の基本方針としております。

当期の期末配当金につきましては、下記のとおり１株につき普通配当25円と

させていただきたいと存じます。

①　配当財産の種類

　金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金25円といたしたいと存じます。

　なお、この場合の配当総額は287,197,450円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

　平成26年６月23日といたしたいと存じます。
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第２号議案　取締役７名選任の件

取締役（７名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、
あらためて取締役７名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

ふ り が な

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位、担当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所 有 す る
当社株式の数

１
ふきの　まさる

蕗 野 　 　 勝
（昭和31年９月７日生）

平成元年７月　当社入社

平成10年４月　総務部長兼総務課長

平成11年４月　管理本部長兼総務部長

平成12年６月　執行役員管理本部長兼総務部長

平成13年６月　取締役管理本部長兼総務部長

平成16年４月　常務取締役管理本部長兼総務部長

平成20年４月　専務取締役管理本部長兼総務部長

平成24年６月　代表取締役社長（現任）

平成24年７月　福井コンピュータアーキテクト
株式会社　取締役（現任）

平成24年７月　福井コンピュータ株式会社　取
締役（現任）

平成25年７月　福井コンピュータスマート株式
会社　取締役（現任）

（重要な兼職の状況）

福井コンピュータアーキテクト株式会社　取締役

福井コンピュータ株式会社　取締役

福井コンピュータスマート株式会社　取締役

12千株
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候補者
番　号

ふ り が な

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位、担当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所 有 す る
当社株式の数

２
はやし　はるかつ

林 　 　 治 克
（昭和36年３月10日生）

平成元年７月　当社入社

平成10年４月　社長室長

平成11年４月　経理部長兼経理課長兼財務課長

平成16年４月　経理部長兼経理課長

平成17年６月　執行役員経理部長兼経理課長

平成19年４月　執行役員経理部長兼財務課長

平成22年６月　取締役経理部長兼財務課長

平成24年７月　福井コンピュータアーキテクト
株式会社　監査役

平成24年７月　福井コンピュータ株式会社　監
査役

平成25年６月　福井コンピュータアーキテクト株
式会社　代表取締役社長（現任）

平成25年７月　取締役（現任）

平成25年７月　福井コンピュータスマート株式
会社　取締役

（重要な兼職の状況）

福井コンピュータアーキテクト株式会社　代表
取締役社長

6千株

３
すぎた　ただし

杉 田 　 　 直
（昭和39年７月14日生）

昭和62年11月　当社入社

平成10年４月　九州支社長

平成16年４月　執行役員中部支社長

平成18年10月　執行役員土木担当部長

平成23年４月　執行役員土木測量営業統括部長

平成24年４月　執行役員営業本部長兼

　　　　　　　土木測量営業統括部長

平成24年６月　取締役（現任）

平成24年７月　福井コンピュータ株式会社　代
表取締役社長（現任）

平成25年７月　福井コンピュータスマート株式
会社　取締役

（重要な兼職の状況）

福井コンピュータ株式会社　代表取締役社長

6千株
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候補者
番　号

ふ り が な

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位、担当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所 有 す る
当社株式の数

※
４

かたおか かつゆき

片 岡 　 克 之
（昭和39年１月29日生）

平成元年４月　当社入社

平成11年４月　業務部長

平成12年７月　社長室長

平成15年４月　業務部長

平成20年２月　執行役員業務部長（現任）

平成25年６月　福井コンピュータアーキテクト
株式会社　監査役（現任）

平成25年６月　福井コンピュータ株式会社　監
査役（現任）

平成25年７月　福井コンピュータスマート株式
会社　監査役（現任）

平成26年２月　株式会社ザ・システム　監査役
（現任）

（重要な兼職の状況）

福井コンピュータアーキテクト株式会社　監査役

福井コンピュータ株式会社　監査役

福井コンピュータスマート株式会社　監査役

株式会社ザ・システム　監査役

2千株

５
ほり　　まこと

堀 誠
（昭和12年５月８日生）

昭和44年７月　公認会計士開業登録

昭和44年10月　株式会社ダイテック設立　代表
取締役社長

平成３年９月　財団法人堀情報科学振興財団（現
　公益財団法人堀科学芸術振興
財団）設立　理事長(現任)

平成12年４月　株式会社ダイテック　代表取締
役会長

平成18年７月　株式会社ダイテックホールディン
グ（現 株式会社アセットマネジメ
ント）代表取締役会長(現任)

平成22年６月　当社　社外取締役

平成23年２月　当社　社外取締役相談役

平成24年６月　当社　社外取締役会長(現任）

平成24年10月　株式会社ダイテックホールディ
ング（現 株式会社ダイテックサ
ンズ）代表取締役社長(現任)

（重要な兼職の状況）

株式会社アセットマネジメント　代表取締役会長

株式会社ダイテックサンズ　代表取締役社長

－株
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候補者
番　号

ふ り が な

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位、担当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所 有 す る
当社株式の数

６
ほり せいいちろう

堀　　誠一郎
（昭和40年２月19日生）

平成元年12月　株式会社ダイテック入社

平成５年12月　株式会社ダイテック　取締役

平成18年12月　株式会社ダイテック　専務取締役

平成21年10月　株式会社ダイテックホールディン
グ（現 株式会社アセットマネジメ
ント）代表取締役社長(現任)

平成23年１月　当社　社外取締役（現任）

平成26年１月　株式会社ビジネスワークス　代
表取締役社長(現任)

（重要な兼職の状況）

株式会社アセットマネジメント　代表取締役社長

株式会社ビジネスワークス　代表取締役社長

－株

※
７

もりた　かつのり

森 田 　 勝 憲
（昭和29年12月７日生）

昭和49年９月　株式会社ダイテック入社

平成15年４月　株式会社ダイテック関西事業所
所長

平成20年10月　株式会社ダイテックＣＡＤ事業
統括本部本部長

平成21年10月　株式会社ダイテック　代表取締
役社長(現任)

平成25年10月　株式会社ダイテックホールディ
ング（現 株式会社ダイテックサ
ンズ）取締役

平成26年１月　株式会社ダイテックサンズ　専
務取締役(現任)

（重要な兼職の状況）

株式会社ダイテック　代表取締役社長

－株

（注）１．※印は、新任の取締役候補者であります。

２．株式会社ダイテックホールディングは、平成24年10月に株式会社アセットマネジメン

トに商号変更し、同月に株式会社ダイテックホールディング（平成26年１月に株式会

社ダイテックサンズに商号変更）を新設分割により設立しております。

３．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

４．堀誠、堀誠一郎および森田勝憲の各氏は、社外取締役候補者であります。堀誠氏は、

当社の主要株主であります株式会社アセットマネジメントの代表取締役会長を、堀誠

一郎氏は株式会社アセットマネジメントの代表取締役社長を兼務しております。

５．堀誠、堀誠一郎および森田勝憲の各氏を社外取締役候補者とした理由

　堀誠氏は株式会社アセットマネジメントの代表取締役会長であり、堀誠一郎氏は

代表取締役社長であり、森田勝憲氏は株式会社ダイテックの代表取締役社長であり、

会社経営に関する豊富な経験を有しておられ、この経験を活かし、当社の経営全般

に対して提言をいただくことにより、当社のコーポーレート・ガバナンス強化が期

待できるため、社外取締役候補者といたしました。
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６．堀誠および堀誠一郎の両氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役と

しての在任期間は、本総会終結の時をもって堀誠氏が４年、堀誠一郎氏が３年となり

ます。

以　上
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会 場 ご 案 内 図

会　場　福井コンピュータホールディングス株式会社　本社３階　会議室

〒910-8521 福井市高木中央１丁目２５０１番地

電話　0776-53-9200


